
発信日：令和２年（2020年）１月17日（金）

つくば市記者会 御中

■取材依頼 ■周知依頼 □募集告知 □その他

発信元：つくば市経済部産業振興課スタートアップ推進室

全5枚

行政・大学等研究機関・民間主体が幅広く連携し、イノベーションの創出を担うスタート
アップを支援するため「スタートアップ・エコシステム 東京コンソーシアム」が発足されま
す。つくば市は東京コンソーシアムの正会員となって東京都と連携し、研究学園都市としての
豊富な研究・技術シーズを、東京圏の経営人材・資金・企業等と結びつけることで、広域連携
のスケールメリットをいかしたスタートアップ推進を目指します。また、東京コンソーシアム
の設立に併せて、つくば市でもコンソーシアム設立の準備を進めています。
なお、令和２年１月22 日（水）に開催される設立会合には、五十嵐立青つくば市長も出席し

ます。

詳細については、別添の東京都のプレスリリース「スタートアップ・エコシステム 東京コ
ンソーシアム 設立会合」の開催について（4枚）をご参照ください。

「スタートアップ・エコシステム 東京コンソーシアム 設立会合」
日時：令和２年(2020年)１月22日（水）11:30〜12:00
場所：東京都庁第一本庁舎７階大会議室

※取材を希望する報道機関は、取材申込書の提出が必須となります。東京都プレスリリースの
取材案内を必ずご確認ください。

「スタートアップ・エコシステム 東京コンソーシアム

設立会合」につくば市長が出席します



取材案内 

令 和 ２ 年 １ 月 １ ７ 日 

戦 略 政 策 情 報 推 進 本 部 

 

「スタートアップ・エコシステム 東京コンソーシアム 設立会合」の開催について 
   
東京都では、スタートアップ企業の成長と起業促進のため、様々な創業支援施策に取り組んでいます。

今後、人口減少や高齢化がますます進む中においても、熾烈な国際都市間競争に打ち勝つため、エコシス

テム（※）の形成を軸に、成長戦略を展開して「稼ぐ力」を強化し、我が国の発展を主導していくことが

必要です。 

そこで、このたび、これまでの取り組みに加え、「稼ぐ力」のさらなる強化と国際プレゼンスの向上に向

け、行政・大学等研究機関・民間主体が幅広く連携し、イノベーションの創出を担うスタートアップを支

援するため「スタートアップ・エコシステム 東京コンソーシアム」を発足することとしました。 

発足にあたり、設立会合を開催しますので、下記の通りお知らせします。 

 

※エコシステム：ベンチャー企業や大企業、投資家、研究機関など、産学官の様々なプレイヤーが集積または連携

することで共存・共栄し、先端産業の育成や経済成長の好循環を生み出すビジネス環境を、自然環境の生態系に

なぞらえたもの 

 

記 

 

１ 日時 

   令和２年１月２２日（水）１１時３０分から正午まで（取材はフルオープンです。） 

   （取材受付：１１時から１１時２０分まで） 

 

２ 場所 

  東京都庁第一本庁舎７階大会議室 

 

３ 出席者（予定、順不同） 

   東京都知事 

   一般社団法人日本経済団体連合会、東京商工会議所、一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協

会（株式会社慶應イノベーション・イニシアティブ、株式会社東京大学エッジキャピタル）、東急

株式会社、東急不動産株式会社、三井不動産株式会社、三菱地所株式会社/Tokyo Marunouchi 

Innovation Platform、森ビル株式会社、東京大学、慶應義塾大学、早稲田大学、Plug and Play Japan

株式会社、Cambridge Innovation Center、つくば市、茨城県、川崎市 

 

 

 

 

 

 

 



取材案内 

 

 

 

４ 取材案内 

(1) ペン・カメラとも会議開始から終了まで取材可能です。 

(2) 取材を希望される方は、「取材申込票」（別紙２）により、１月２１日（火）正午までに FAX にてお

申込みください。または、取材申込票の①～⑦の項目を本文にご記載のうえ、１月２１日（火）正

午までに ml-office-ahq@section.metro.tokyo.jp まで電子メールにてお申し込みください。 

(3) 取材受付は、図面１となります。 

(4) 会場の都合上、ムービーカメラは１系列局につき 1台まで、スチールカメラは 1社につき 1台まで

とさせていただきます。また、報道受付状況によっては、取材に制限がかかる場合や三脚をご使用

いただけない場合がありますので、ご了承ください。 

(5)  知事の囲み取材の予定はありません。 

(6) 出席者に対する個別の取材をご希望される方は、取材前に都職員にご相談ください。 

(7) 当日は都政記録（ペン、スチール、ＣＨＴＶ）が入りますので、ご了承ください。 

(8) その他取材にあたっては、都職員の誘導・指示に従ってください。 

 

   

 
【問合せ先】 

戦略政策情報推進本部 戦略事業部 特区・戦略事業推進課 

田川・小野木 

電話 03（5388）2864,2061  (ダイヤルイン) 都庁内線 22-210,211 

mailto:ml-office-ahq@section.metro.tokyo.jp

